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ＰＦＩ推進法案におけるＰＦＩのフローチャート
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　

　　

　　　　　　　　　　　

　　

総理大臣：　　　　　　　<４条>

　　　特定事業の実施に関する

　　　　基本方針の作成・公表

国会　　：ＰＦＩ推進法の制定

①民間事業者の発案による特定事業の選定

その他特定事業の選定に関する基本的な事項

←公共性確保、資金の効率的使用、民間の自主性尊重

②民間事業者の募集及び選定に関する基本的な事項

　←公開の競争等選定過程の透明化、民間の創意工夫尊重

③民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施

　の確保に関する基本的な事項

④法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援

に関する基本的な事項

←財政上の支援は現行制度を基本又はこれに準ずる

⑤その他特定事業の実施に関し必要な事項

①特定事業の選定に関する事項

②民間事業者の募集及び選定に関する事項

③民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施

　の確保に関する事項

④公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項

⑤法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援

に関する事項

⑥その他特定事業の実施に関し必要な事項

関係行政機関の長

民間資金等活用事業推進

委員会(以下「委員会」)

[学識経験者・実務経験者9名]

協議

議決

公共施設等の管理者等：　　<５条>

　6,7条の特定事業の選定・事業者の選定を

　行おうとするときに

　　　　　実施方針の作成・公表

 ｢委員会｣

 ｢委員会｣

調査審議
必要に応じて
　　意見の提出

調査審議、
必要に応じて
　　意見の提出

公共施設等の管理者等：　　<７条>

(公募等により)事業者の選定・公表

公共施設等の管理者：　　　<６条>

　　　　特定事業の選定・公表
（実施することが適切であると認める

　　特定事業を選定することができる）

選定事業者：　　　　　　<10 条>

　　　　　選定事業の実施

公共施設の管理者・選定事業者：事業計画・協定の策定

・国の債務負担(30箇年度以内)

・国有財産・公有財産の無償使用等

・政府の出資(資本金1/3以上は※)

・政府・地方公共団体の債務保証(※)

・国の無利子貸付け

・資金の確保、地方債への配慮等

・土地の取得等についての配慮

・法制・税制上の措置、財政・金融

　上の支援等

・規制緩和

・協力

・啓発活動・技術的援助等

・担保不動産の活用等

※は強い公的関与が課せられる
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